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新刊紹介
シドニイ・ウエルズ著
『イギリスの貿易政策』
Trade Policies for Britain ; A Study in Alternatives. 
By Sidney Wells. London: Oxford U. P., 1966. Pp.x+l38. 
ー
かつては， EEC加盟に反対の態度をとっていた，労働党政府の下で，イギリスはEE
C加盟の再申請をすることにふみきった。イギリスにとって，対ヨーロッパ問題は古くて新
しい課題である。 1963年のEEC加盟失敗は，直接的にはドゴール大統領の政治的配慮に
帰せられるのであって， むしろ経済交渉は「一歩手前まで行っていた」（マクミラン）と
いわれるのである。その後， 4年の歳月を経て，環境はどのように変わったであろうか。
経済問題はボンドを除けば，困難な点はないようであるし，政治的問題については，英
・米関係，あるいは西ドイツで社民党のプラントが外相になったことなどで種々の憶測が
行なわれている。いずれにしても，ともかく政治的原則上の大前提を先に決めることが，
プリュッセル交渉の教訓として生かされるわけである。
本書は，プリュッセル交渉後，イギリス国内で等閑視されていたかにみえる貿易政策が
もつ意味を，全世界的に動きつつある，貿易自由化の波の中で探ろうとするものである。
現在のイギリスは，労働党政府によるEECへの接近に表われているように，何らかの形
での自由化に好意的であるという，一つの方向に動いている。しかし，ケネディラウンド
を通じての全世界的な自由化は次善のものであり，地域的な貿易自由化がヨリ望ましい，
とウエルズは主張する。その地域的自由化＝統合も， (l)EFTA,(2)EFTA+EEC, (3)西ヨ
ーロッパ自由貿易地域 (EEC+EFTA十ヨーロッパの他の OECD諸国とくにアイルラン
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ドやスペインを含む），および(4)大西洋自由貿易地域 (OECD諸国）の4つの場合が現実
に考えられる。そのうちで， (3)と(4)を念頭において本書の考察はすすめられているのであ
るが，その場合においてもEECを除外することは可能であるが，ヨーロッパの分割を意
味するのでそれは極力避けるぺきであると考えている。プリュッセル交渉失敗の基因が政
治的問題であると書いたが，本書は政治的決定がなされた場合に，注意しなければならな
い経済的諸要因について何らかの示唆を与えようとするものにすぎない，とその限界を明
らかにしている。
著者ウエルズはサセックス大学の経済学の講師で，すでにBritishExport Performance 
(1964), Trade and International Inequality (1965)などの著書がある。本書はB.バラ
ッサ教授を中心とする大西洋貿易計画における研究に改訂を加えてできたもので，イギリ
スの著名な民間研究機関であり，その本拠がウイリアム・ビット（チャタム伯）の旧邸に
置かれたところから「チャタム・ハウス」の別称で知られている，イギリス国際問題研究
所の出している ChathamHouse Essaysの12冊目のものである。
本書の構成は次の12章からなっている。
1. Introduction 
2. After Brussels 
3. Britain in the World Economy 
4. The Kennedy Round 
5. Integration and the Balance of Trade 
6. The Capital Account 
7. Comparative Advantage: Some Estimates 
8. Prospects for Industries 
9. Liberalization and the National Plan 
10. The Regional Problem 
1. Dynamic Aspects 
12. Conclusions 
以下いくつかにまとめて紹介することにしよう。
?
貿易自由化および統合に関する著者の基本的認識を示した，序論についてはすでに触れ
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たので，次に現在のイギリス経済のおかれた立場についての叙述がなされている，第2章
から入ることにする。 1964年の総選挙に際しても，なおEEC加盟に批判的であった労働
党も， 1965年頃からの高まり来る国際収支の深刻化は，もはや EFTAでは救いえないと
悟ったのであった。その上，対EEC貿易が漸増の傾向を示すなど， 1965年2月20日の
The Economistの指摘する通り， EFTAとEECが或種の調停に達するということは，
イギリス自身（いかなる政権の下においても）の趨勢でもあった。
大西洋自由貿易地域，あるいは西ヨーロッパ自由貿易地域については，関税同盟に達し
ない限り，イギリス連邦との関係は現状のままであろうが，自由貿易地域が大きくなるに
つれて，特恵マージンがだんだん失われるであるうことは疑いえない。とはいえ，イギリ
ス連邦問題は，イギリスが大西洋諸国とヨリ密接な統合を求める場合に，主要な障害の一
つであることには変りはない。とくに，その点については，関税比較あるいは，貿易パタ
ーンの分析によって，その重要性が計られねばならない。それは第3章の問題である。ウ
エルズ自身は，関税比較は困難だと考えているが， 1964年に出たEECの資料によると，
名目的にはEECよりイギリスの関税の方が高いが，イギリスI:こ輸入されるほとんどの商
品が零関税であり，また連邦特恵制の下で非常に低率であったので，イギリス工業の保護
効果は大きなものではなかったということを示している。しかし， 50彩の一括引き下げで
も，関税の高い工業ではかなりの保護効果をもつが，大西洋自由貿易地域に加入した場合
には，差別から来る利益は失われるが，世界における最も急速に成長しつつある市場へ自
由に接近できるという利益を受けることになる。
イギリスにおける貿易パターンは1953年頃から，変化が顕著になって来ているのであっ
て，ヨーロッパ，とくにEEC諸国との貿易に急増がみられている。しかしながら， 1963
年においても，なお非工業地域との貿易は約42彩を占めており，そのほとんどがイギリス
連邦であるから，ごこに，また連邦特恵関税の問題が生ずるのである。しかし，イギリス
連邦全体としては， 1965年頃までには，その重要性が失われてきているということは疑い
のないところなのである。スクーリング地域にしても，政治的独立と貿易相手国の変化お
よび資本需要がイギリスに依存することが少なくなったという点において，スクーリング
で大量の為替準備を持つことを好まなくなりつつあった。このようにして，変貌しつつあ
るイギリスの貿易パターンは他の諸国におけると同様に，ケネディラウンドから受ける影
響が大きいと思われる。
周知のように，ケネディラウンドは，大西洋世界がアメリカとヨーロッパという二つの
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貿易プロックに分割されて弱体化することを阻止するという政治的目的と， EEC設立に
伴ぅ市湯の損失を避けるという経済的目的をもったものであった。しかし， EECとアメ
リカの関税の不均衡， EEC農業政策およびEEC内部の不一致といった諸困難はケネデ
ィラウンドの効果と期待を弱体化せしめたのである（第4章）。
?
そこで，イギリスに与える自由貿易の衝撃を，関税と商品地域パターンについて，やや
具体的な分析へとすすむのであるが，カナダ，アメリカ，日本およびEEC諸国の考察を
行なった後に，そこに現われた地域的差別関係の問題をとりあげ，地域統合の貿易転換効
果を推測しているのである。そこでえられた結論は，関税の高さが貿易の転換度に大いに
影響をおよぼすが故に，大西洋自由貿易地域に加わった場合，イギリス国際収支に不利益
をおよぼすということであったが，これは転換期に生ずるべきもので，自由化＝統合のダ
イナミックな諸結果を何ら説明するものではないと主張する。
これは，関税と国際資本移動との関係をとり扱う場合にも同様である。短期資本移動は
国内政策に大きな影響をおよぼすのであり，そして，それが自由化を通じてスターリング
地域との関係を強化することにもなるのである。したがって，この点に関する限り，全地
域を含む GATTを通じての自由化の方が有利であると考えられるのである。しかし，そ
の場合には，スターリング地域の維持強化ということが，かえってEE~諸国および他の
大西洋諸国との関係を硬化するという最悪の事態を引き起す可能性さえあるし，さらに，
GATTによるよりも，制度的枠をもった何らかの自由貿易地域に加わる方が， 国際収支
面において，相互補填の機会がヨリ多く提供されることにもなる。
長期資本の場合は，当然直接投資が問題となる。すなわち，関税の引き下げが，どの程
度企業の外国進出に影響を与えるかという問題がそれであり，最近の国際企業の問題とも
関連して，非常に興味深い論点の一つでもある。一般には，関税の動きと直接投資は比例
すると考えられているが，イギリスの場合，必ずしもその通りではなかった。すなわち，
1960年頃から， イギリスの直接投資がイギリス連邦からヨーロッパヘとの転換をみたの
は， EECにおける関税引き下げの直接的結果であったとする。さらに， EECの関税障
壁が引き下げられると考えられた， 1961~1962年（加盟交渉中）にいたって，イギリスの
それは着実に増大し，加盟交渉失敗後も殺到しもしなかったのである。このようにみてく
ると，直接投資に与える貿易協定の効果について推測することは困難なのである。したが
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って，何らかの自由貿易地域へのイギリスの加入は，イギリス国際収支に短期的不均衡を
引き起こすという公平な結論が出るとするのである (5• 6章）。
それと共に，何らかの自由貿易地域に加入すると，イギリス工業の生産パクーンに変化
が生ずるはずのものである。したがって，どの工業に競手力があるかについての比較が試
みられている。その場合に， Liesner,H.B. (E.J., June.1958)およびBalassa,B., (Man-
chester School., May, 1965)論文の方法にしたがって，諸工業を比較優位順に A,B, C, 
D, の4グループに分類した表を資料として提供し，詳細な工業的見討がなされているの
である。その中で，繊維工業を特に重視して「この工業の運命はイギリス経済についての
自由化の衝撃を算定するにあたって重要である」とか「繊維工業は広汎な工業部門内での
専門化の可能性について非常に有用な事例研究を提供している」としてもっとも多くのペ
ージを割いている点で興味深いものがある。以下エンジニィアリング，化学工業および鉄
鋼業の各細部にわたっての検討が行なわれている (7• 8章） u 
?
1965年9月11日に公表され， 1970年にいたるイギリス経済発展の詳細な設計図を示した
「国家計画」 NationalPlanは全体を通じて，国際収支の問題が解決されなければ，必要
な成長率はえられないと強調している。それにもかかわらず，自由貿易がイギリス経済に
およぽす影響についての考慮が全くはらわれていない。したがって，ウエルズが， 7• 8 
章で工業の分析を行なった結果と異って，悲観的見通しを立てるという結論に導いている
ようである。
自由化による合理化，専門化という見通しを持たずに，個々の企業独自の合理化・近代
化をしようという計画は成果が期待できないことは明らかである。すなわち， 1958年のフ
ランスの第3次近代化計画の成功も，保護の徹廃を念頭におくという，あの前むきの接近
方法を工業に与えることによってえられたものであった。したがって，貿易の自由化は多
くのイギリス工業， あるいは地域において短期の諸問題を生ずるであろうが， 長期的に
は，国家計画の諸目的を容易になしとげるはずのものである。ここで，短期的に困難が生
ずるといわれる，地城問題とは，北アイルランド，スコットランドおよびイングランド北
部と中部および南東部の格差の問題がそれである。
貿易自由化は2つの方法で停滞地域（失業・低所得）に影響を与える。すなわち， (1)そ
の地域に有望な産業が集中するかどうか， (2)ヨーロッパの統合はスコットランドや北アイ
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ルランドの犠牲において南東部が有利になるということがそれである。南部・東部に立地
している工業にとっては，自由化は輝かしいものであり，北部・西部に立地している工業
が不利となるならば，イギリスの地域問題は，さらに鋭い対立を示すことになる。この問
題で特に重要な点は労働者対策であろう。それは，アメリカの通商拡大法にもみることが
できるように援助が与えられているので，短期的にはともかく，長期的には問題は生じな
いで，かえってダイナミックな利益を亨受することができると主張する。したがって，貿
易の自由化は大市場の問題が生じ，大企業がますます有利となり，平均的規模のイギリス企
業に衝撃を与え，またそれによって技術進歩が促がされる。それに対応するためには，ィ
ギリスの企業は規模が小さすぎるのである。その点，アメリカ企業は充分大規模なもので
あるし， ドイツ企業はずっと大きな単位での集中が行なわれている。したがって，イギリ
ス企業には，なおヨリ大きな集中と専門化の余地が残されているわけである。
そこに，統合による自由化から生ずる，イギリス経済への「健全な衝撃」論が，主張さ
れる根拠があるわけであるが，• それはベネルックスあるいは ECSCにみられたように，
部門より全体へ，という方向をたどることなのである。これはグループ内のますます増大
する専門化は，イギリスが，ヨリ大きなグループヘの加盟によってえられるであろう利益
の一つであるということを示している。もし，自由貿易が単位あたりの生産費用を低くす
るのであれば，加盟国にはもちろん非加盟国に対しても，イギリス輸出は拡大するという
ことが期待されるわけである。かくして，ここにイギリス国際収支におよぽす自由貿易の
間接的利益が存するわけである。
?
以上において，本論を簡単に紹介してきたわけであるが，ここでは若干の感想を加えな
がら，結論部分 (12章）を紹介し本稿の結びとしよう。
すでに，明らかであるように，本書の目的は，詳細な予測をたてることではなくして，
イギリス経済の選択すべき種々の貿易政策に含まれた意味を理論的に討議するための準
備，つまり広く問題を提起するためのものであった。したがって，イギリスの当面するE
EC加盟問題についても，最も困難とされるポンド問題が論じられることが少ないし，加
盟という形でよりもむしろ，新しいある種の自由貿易地域に含めるか，除外するかの問題
として論じているなど，• 著者が度々繰り返している長期的観点とか，ダイナミックな利益
とかいう表現にみられるように，かなり大担な提言が行なわれている反面，非常に詳細な
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分析 (5•6•7•8章）が行なわれているのであって，単なる概説書の域を出た，専門
家および為政者に対する警醒の書とさえみることができるであろう。
とはいえ， EEC,EFTAへと分離する以前にイギリスが中心となって推進していた，
ウエルズの提唱する「ヨーロッパ自由貿易地域」と同名の， いわゆる大型 EFTAの失敗
という歴史的経験が，どの程度克服されて，生かされているかという反省が全くなされて
いない点および， 1968年7月には「関税同盟」として完成， 「経済同盟」へ移行するまで
に発展をとげたEECをいかにして包摂しつくすことができるであろうかという点など若
干の不満がないわけではない。
詳細な分析で明らかにされた，短期的に現われる不利な点は認めつつも，なお長期的，
ダイナミックな観点からの利益を説くという主張が本書に一貫している。その場合，経済
的にはもちろん政治的にも， EECを除外しない大西洋自由貿易地域が最も望ましいので
あって， 同じように自由貿易をえるにしても， GATTの場合のように種々の修正と例外
によって引き延ばされるという不確かなものでは，イギリス工業に対する「健全な衝撃」
の効果が薄れるというのである。
すなわち，現在におけるイギリスの最も賢明な道は，西ヨーロッパにおける密接な統合
のために努力するということであり，そして同時に，一般的貿易自由化に全面的支持を与
えることである。実際上，現状と何らかの統合との間には選択はありえないし，それより
も重要な選択が統合か，イギリスの経済的地位の低下か，の間にあるようである。したが
って，イギリスの経済学者にとっては，そこに内在する必然的問題の考究が今後に残され
た課題なのである。 ー原田聖ニー
P・デビドソ
E・スモレンスキご著
安部一成訳
『ケインズ経済学の新展開』
一総需給分析＿
ケインズ「雇用，利子，貨幣の一般理論』の公刊以来すでに30年を経過した今日，ケイ
ンズ経済学が巨視的経済理論の中核として確固たる地位を占め，また現実の経済政策にい
かに深く浸透しているかについては今更論を待たないであろう。本書 (PaulDavidson 
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